
農業投資計画の選択基準   

一労働所得基準と利潤基準および資本収益率基準の対比検討－  

亀  谷  豊   

家族的農業経営において，投資計画が選択決定される経済的基準となるものは何か。一般企  

業の場合と異なり，農業経営は自己労働雇用を基礎とし∴経営の主要目標は家族農業労働所得  

の形成にあると考えられるので，必然的に農業投資の目標も家族農業労働所得の追求にあると  

いえよう。したがって，農業投資計画の基本的にして実質的な選択基準として労働所得を採用  

することば至極妥当なことである。そして，一般企菓における投資計画の最も基本的な選択基  

準である利潤基準や資本収益率基準は，農業経営の場合，利潤現価や資本収益率が擬制計算的  

なものであるので，それ等は選択基準としては副次的なものとならぎるをえない。本稿では，  

この労働所得基準と利潤基準および資本収益率基準を対比検討することによって，各基準が農  

業投資計画の選択基準としてもつ意義および関係を検討する1）。  

1独立的投資計画における労働所得現価と利潤現価およ  

び資本収益率の関係  

家族的農業経営において一つの独立的な投資計画があたえられた場合，それによってもたら  

される労働所得現価（n期間にわたる労働所得の現在価値）は残余法により次式で示される。  

ただし，この投資計画は点投入・継続産出なる生産タイプで，その資本内容は固定資本財のみ  

から構成され，n期末における残存価額はぜロであると想定する。なお，この投資計画に必要  

な毎期の労働量はLブであり，それは全て自家労働であるとする（以下同様）。  

W－Ⅰ （秘∵・池） 
（1）  

W：労働所得の現在価値  

Ⅰ：資本支出額（投下固定資本財額）  

Ⅹブ：毎期の準生産額（粗生産額から流動物財費を差引いた額）2’  

オ：計算利子率  

〝：投資の耐用期間  

－57－   



農業計算学研究 第6号  

上式において，Ⅹプ＝Ⅹで一定なら（この場合，毎期の労働量もLブ〒Lで一定になると考える）  

（1＋g●）雅一1  
－Ⅰ  

（2）  
1V＝Ⅹ   

オ（1＋オ）循  

上の二式は労働所得現価が準生産額現価から資本コスト現価（資本支出額）を差引いた残余で  

あることを示す。この二式を労働所得現価式とよんでおこう。   

次に，擬制計算的なものであるが，利潤現価（n期間にわたる利潤の現在価値）は次のよう  

に示される。  

きⅩノーα′Lノ  
G＝∑  －Ⅰ  〉  

斉l（1＋わブ   

Uブ＝Ⅹノー紗Lブ  ただし，  

G：利潤の現在価値  

Uブ：毎期の資本準収益（利子および減価償却費差引前）3）  

ら：毎期の労働投入量  

紗：労働単位当り賃金（評価額）  

上式において，紗Lブは毎期の労働コスト（評価額）を示すことに注意しておこう。そして，上  

式においてⅩブ＝Ⅹ，㍉＝Lで一定とすると  

G＝（Ⅹ－紗L）－Ⅰ  
（5）   

なお，ここで，労働所得現価について次の関係があることを注意しておこう。（3）式を変形  

すると  

G＋志諸声－ 
Ⅰ  

がえられる。上式において利潤現価G＝0なら，これを（1）式に対応すると  

W＝ブ  

（6）  

（7）  

つまり上式ほ，残余法的に計算される労働所得現価（左辺）が評価法的に計算される労働所得  

現価（右辺）に等しいことを示す。そして，上式において，Ⅹブ＝Ⅹ，㍉＝Lで一定なら  

（1＋わ雅一1  
W＝托／L   

（8）  
オ（1＋わ   

また，擬制計算的なものであるが，資本収益率Pは次式を満足するものとして示される。  

禁Ⅹ才一抄Lブ  
Ⅰ＝∑         ▲ 

（9）   

詭（1＋P）ブ  

上式において，Ⅹブ＝Ⅹ，Lブ羊Lで一定なら  
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（1＋P）昭⊥一1  
Ⅰ＝（ⅩT紗L）   （10）   

P（1＋P）雅  

さて，説明の便宜上，以下では簡単化された労働所得現価式（2）式，利潤現価式（5）式およ  

び資本収益率式（10）式を用いて考察しよう。（2）式から明らかなように労働所得現価Wは計  

算利子率g■の減少関数であり，両者の関係を図示すると図1のMM′曲線として示される。ま  

た，（5）式から明らかなように利潤現価Gは計算利子率∠の減少関数であり，両者の関係を図  

示すると図1のⅤⅤ′曲線として示される。そして，両曲線の位置および形状は，価格条件を  

一定とすれば，投資計画の技術的条件に依存している。そして，利潤現価Gがゼロの場合の計  

算利子率オは（10）式の資本収益率βに等しく，これは図の原点0から水平軸と曲線ⅤⅤ’の交  

点までの長さで示される。したがって，ⅤⅤ′曲線は利潤現価と資本収益率の関係をもっとも  

端的に表示するものとも言える。  

図1独立的投資計画における労働所得現価・利潤現価と計算利子率および資本収益率の関係  

さて，農業経営においてある一つの独立の投資計画があたえられた場合，その採用の適否の  

基準は，図1に示すように，ある一定の計算利子率オ0の下で成立する労働所得現価WOがある  

期待労働所得現価帝をみたすことができるかどうかにかかっている。これを労働所得基準と  

よんでおこう。なお，このことば次のように換言できる。すなわち，投資計画の採用の適否の  

基準ほ，毎期の労働単位当り労働所得紗がその期待値諒をみたすことができるかどうかにか  

かっている。ただし，この場合，次の関係が成立していると考える。（8）式を用いると，投資  

計画の採用の適否は，まず，期待労働所得現価頓について  

（11）  整Ⅵr  
オ（1＋オ）雅 更   

でもって示すことができる。（W≧帝なら採用可能，WくWなら採用不能）そして，毎期の労  
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働単位当り期待労働所得面については，上式を変形することによって  

W ぺ1＋わ雅＞窃  
視ノ＝こ T ′■i．く⊥」妄iT  

オ（1＋オ）雅  
＝Z〝  （12）  L（1＋わ雅一1＝宅 L（1＋わ雅一1  

面：毎期の労働単位当り期待労働所得   

でもって示すことができる。（紗≧諒なら採用可能，紗＜諒なら採用不能）   

ところで，独立的投資計画の場合，この労働所得基準と利潤基準および資本収益率基準との関  

係をみると次のようになる。ある水準の計算利子率オの下で成立する労働所得現価Wが期待  

労働所得現価帝ないし労働単位当り期待労働所得面をみたすことができるかどうかば，結局，  

この期待労働所得現価水準の下で（それを労働コスト現価として）擬制的に計算される利潤現  

価Gがプラスであるかどうか，あるいは，同様にして計算される資本収益率Pが計算利子  

率オより大きいかどうかによって決る。前者は利潤基準であり，後者が資本収益率基準であ  

り，独立的な農業投資計画の採用の適否を判定する場合，通常，実質的な労働所得基準と擬制  

的なこれ等両基準はまったく一致するといってよい。この関係は図1から明らかである。すな  

わち，一定の計算利子率オ0の下で成立する労働所得現価WOが期待労働所得面■より大なら利  

潤現価GOはプラスであり，この場合，資本収益率Pは必ず計算利子率オ0より大きい。なお，  

このことを数式で示すと次のようになる。すなわち  

（1＋わ雅一1  （1＋わ雅一1  
W＝Ⅹ   Ⅰ≧W＝面L  なら  

オ（1＋わ雅  オ（1＋わ渇  

（1＋わ雅一1  
G＝（Ⅹ一議L）  

Ⅰ＝（Ⅹ一面L）  

－Ⅰ≧0   および  

より  P≧オ   

オ（1＋わ循  

（1＋P）雅一1  

（1＋P）雅  

である。   

しかし，資本収益率には重大な欠点のあることが知られ，労働所得基準や利潤基準と資本収  

益率基準は必ずしも一致しない場合があることは注意されなければならない4）。  

2 代替的投資計画の選択における労働所得基準と利潤基  

準および資本収益率基準の対比  

次に，農業経営において相互に代替可能な複数個の投資計画が存在する場合，この中から最  

有利の投資計画を選択決定する基準として，労働所得基準と利潤基準および資本収益率基準が  

如何なる意義および関係をもつかについて検討する。   

いま，農業経営において幾つかの対抗的な投資計画が存在し，そのいずれか一つを選択決定  

しなければならない場合を想定してみよう。その選択基準は基本的には労働所得基準であり，  
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これば，各投資計画それぞれの労働所得現価の大小比較によって，それのより大きい方が選択  

決定されることを意味する。そして，この場合，労働所得基準に対して利潤基準や資本収益率  

基準が農業投資計画の選択基準として如何なる関係をもつかは，各投資計画問における労働所  

得現価の大小関係と利潤現価の大小関係および資本収益率の大小関係が一致するか，あるいは，  

一致しないかの対応比較によって明らかにすることができる。そして，これ等の大小関係なら  

びにその対応状態は各投資計画の技術的条件および計算利子率と賃金率の水準に基本的に依存  

している。以下，これについて検討する。ただし，説明の便宜上，二つの対抗的な投資計画A，  

Bを想定し，その比較により検討を進める。   

（1）労働所得基準，利潤基準および資本収益率基準の意義内容   

1）労働所得基準  

労働所得基準は労働所得現価を選択基準とし，そのより大きい方の投資計画を選択決定する  

ということを内容としている。   

さて，二つの投資計画の労働所得現価は（2）式にならって次式のように示される。  

（1＋ノー）花－1  
ーIA  WA＝ⅩA  

オ（1＋zつ兜  

（1＋わ雅一1  
ーIB  WB＝ⅩB  

オ（1＋わ雅  

ただし，両投資計画の技術的条件（投資額Ⅰ，準生産額Ⅹおよび労働量L）について，次のよ  

うな関係が成立していると前提する。（以下，同様）  

IB＞IA  および  ⅩB＞ⅩA  

そして，両投資計画に必要な毎期の労働量はそれに対して使用可能な許容量モの枠内にあるも  

のと前提する6）ょ すなわち  

LA，LB≦L   

さて，上記の（ほ）式および（14）式より，二つの投資計画の労働所得現価の大小関係をみると  

ⅥrB毒WA   なるためには  

ⅩB－ⅩA＝声 Zて1＋わ形  
1n一丁．＼電（1・⊥－ノ■）〃 1  （15）  

でなければならず，それは計算利子率オの大きさに依存する。上式の左辺は両投資計画の差額  

投資分（IB－IA）の単位資本当り準生産額を示し，この大きさは両投資計画ぬ技術的条件に依存  

する。また，右辺は資本回収係数の形式をとり，その大きさはg●の水準に依存するょ そして，  

上式の両辺を等じくする計算利子率をムとすると；これを境に両投資計画の労働所得現価W▲ム  
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WBの大小関係は逆転する。この才一♂をく労働所得現価に関する臨界利子率＞とよぼう。その大  

きさはもちろん両投資計画の技術的条件のみに依存し，（15）式より次式をみたすものとして示  

される。  

ⅩB嶋ⅩA  わ（1＋g■∂）犯  

（16）  IBエⅠ㌃∵㍉け＋右）  

したがって，（15）式で示される条件は次のように書き改めることができる。  

WB裏WA  なるためには  オ♂芸才●   （17）  

でなければならない。ただし，IB＝IAの場合は，WB葉WAなるためにはⅩB毒ⅩAであれば  

よいので，この場合は計算利子率は無関係である。  

2）利潤基準  

利潤基準は利潤現価を選択基準とし，そのより大きい方の投資計画を選択決定するというこ  

とを内容としている。   

二つの投資計画の利潤現価は（5）式にならって次式のように示される。  

（1＋わ雅一1  
GA＝（ⅩA～WLA）   －IA  

オ（1＋わ犯   

土 GB＝＝（ⅩB一紗LB）一IB  

ただし，上二式において，  

UB＝ⅩB一紗LB＞UA＝ⅩA一紗LA   

とする。上記の（18）式および（19）式より，両投資計画の利潤現価の大小関係をみると  

GB萎GA  なるためには  

し〕＝－し．、I′●（1卜／γ′  
すなわち  

＋〆）〃－1  IB－IA ＝更  

ⅩB－ⅩA  曾室了鯉  
子－－「う「－．－【＿＿＿紗                                                       ●ヽ 朋   （20）  

＋わ雅   IB－IA   

でなければならず，それは計算利子率g■と賃金率紗の大きさに依存する。上式の左辺は差額投  

資分の単位資本当りの準生産額からその労働コストを差引いたもの，つまり，その資本準収益  

を示す。右辺は資本回収係数の形式をとる。そして，上式の両辺を等しくする計算利子率をわ  

とするとこれは差額投資分の資本収益率侮－Aであり，これを境に両投資計画の利潤現価GA，  

GBの大小関係が逆転する。このわをく利潤現価に関する臨界利子率〉とよぼう。その大きさ  

は両投資計画の技術的条件と賃金率紗の大きさに依存し，このg■βは（20）式より次式をみたす  

ものとして示される。  
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ⅩB一丁XA  LB－LA  オ♪（1＋わ）雅  
（21）  ‾紗 IB晶 証＝て享耶   

上式から分るように，∠βは賃金率紗の関数であり，これを木（紗）と表示すると，（20）式で示  

される条件は次のように書き改めることができる。  

GB蔓GA  なるためには  わ（紗）享グ  （22）   

でなければならない。ただし，IB＝IAの場合はGB嚢GAなるためにはⅩB一紗LB妄ⅩA～ZeJLA  

であればよいので，この場合は計算利子率に無関係である。   

なお，ここで臨界利子率わ（紗）に閲し次のことを指摘しておきたい。（21）式から分るよう  

に，わ（紗）ほ紗に閲し，両投資計画の労働量の大小関係（技術的条件）が，①LB＞LAなら  

減少関数，⑧LB＝LAなら一定，⑧LB＜LAなら増加関数である。  

3）資本収益率基準  

資本収益率基準は資本収益率を選択基準とし，そのより大きい方の投資計画を選択決定する  

ということを内容としている。   

二つの投資計画の資本収益率は（10）式にならって次式を満足するβA，βBとして示される。  

（1＋βA）雅一1  
IA＝（ⅩA一汐LA）   

PA（1＋PA）雅  

一  
IB＝（ⅩB一紗LB）  

上二式より，両投資計画の資本収益率の大小関係をみると  

し－1、＞し－∧  
IB琶IA  PB毒PA  なるためには  すなわち  

ⅩB－紗LB  ⅩA一元心A  
（25）  IB  一く  IA  

でなければならない。そして，この関係は賃金率紗の大きさに依存するので結局  

（苦】意ト（音一昔）裏秘  すなわち  

IAXB∵一IBXA－ ‾■▲■■■」■    ■▲‾‾’‾【▲▲＝＞ 

（26）  
・・・ IALB－IBLAモ  

αノ   

でなければならない。   

（2）労働所得基準と利潤基準および資本収益率基準の対応関係  

上述の検討結果を基礎として，労働所得基準と利潤基準および資本収益率基準の対応関係を  

検討しよう。もちろん，いままで述べてきたことから明らかなように，この対応関係は基本的  

には，両投資計画の技術的条件の関係および計算利子率と賃金率の水準に依存している。  
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†）労静所得基準と利潤基準の対応関係  

まず，労働所得基準と利潤基準の対応関係をみると，それは両投資計画の労働所得現価の大  

小関係と利潤現価の大小関係の対応状態として，基本的には（15）式と（20）式の対応として把握  

される。これは全く同義であるが（17）式と（22）式の対応としても把捷できる。ここでは後者の  

方法により検討する。  

WB享WA  に対応し  GB章GA   

であるためには  

オ♂萎g●  かつ  わ（紗）葉z■  （27）  

でなければならず，この関係が成立するかどうかば計算利子率オと賃金率紗の大きさに依存す  

る。なお，この状況は具体的に次のように説明できる。   

まず，この場合，労働所得現価の臨界利子率わと利潤現価の臨界利子率わの間に次のよう  

な関係がある。（16）式および（21）式より   

苦若妻老≡若一紗毛；吾 なら わ奪わ  （2釦  

である。両投資計画の技術的条件に関する前提により，IB＞IA，ⅩB＞ⅩAであるので，上式の  

関係は次のように書き改めることができる。すなわち  

LB萎LA   なるとき  わ奪わ  （29）   

である。この関係は紗の如何にかかわらず成立する。つまり，わとわの大小関係は賃金率紗  

に無関係に両投資計画の技術的条件の関係のみで決ることが知られる。   

さて，このことから，わおよびダ♪とオの三者の間の大小関係は13通りに分類することができ  

る。この関係を用いると（27）式で示される両基準の対応状態は，賃金率水準とは無関係に，計  

算利子率z－の水準のみで説明できることになる。すなわち，両投資計画の労働所得現価WA，  

WBの大小関係と利潤現価GA，GBの大小関係の対応状態は，二つの臨界利子率ioとibおよ  

び計算利子率オの大小関係によって，13通りに分類できる。それを整理して示すと表1の左側  

ぁとおりである。そして，分類番号の①－1，①－5，⑧－1，⑧－2，⑧－3，⑧－1，⑧－5の場合に両  

現価の大小関係の対応は一致し，それ以外の場合は一致しない。   

なおこ由表に示された対応状態を図1にならって図示すると図2のようになる。この囲にお  

し1て，両投資計画それぞれの労働所得現価曲線MAMA′，MBM占′と利潤現価曲線VAvA′，  

／ V這Ⅴ占′の形状および位置関係は両投資計画あ技術的条件め開廃および集金率砂め大きさに依  

存してし1る。′（ただし，本図では，全て両投資計画の労働所得現価に関する臨界点窃は第1象  

限内にあるものとして画かれているム なお，オ去二伽＝PAつまり㊧なる場合の図は省略されて  

いる去 ∴∴‥後述参照）  

二鍼⊥   



亀谷 盈；農薬投資計画の選択基準  

以上のことより，代替的な産業投資計画の選択基準として労働所得基準をとるか，利潤基準  

療とるかをこよ料で，考滑稽択給費ほ必ずしも一致せず異なる場合が多いことが知られる。した  

がって，代替的な農業授撃計圃の選択基準として実質的な選択基準である労働所得基準に対し  

で擬制的確利潤基準を同等に使用すること，濠たは代用するちとにば限界があり，†般的に翼  

当でない。   

ただし，両嘩資計画の壊術的条件の開俸がLB＝む卑なら，同基準の対応関節は計算利子率お  

ょび賃金率の大きさの如向にかかわらず一撃することを鱒意レて串きたい，なお，このこと昼，  

轟1代番的農業投資計画における労働所得現価・利潤現価と資本収益率の対応関係  

－65－   



農業計算学研究 欝6号   

農業経営における投資計画がある一定量の家族労働量の利用を前提に選択決定されることが多  

く，このような場合には，労働所得基準，利潤基準のいずれをもちいても同じ選択結果をもた  

らすものとして，その意義を認めることができる。  

2）利潤基準と資本収益率基準の対応  

次に，利潤基準と資本収益率基準の対応関係をみると，それは両投資計画の利潤現価の大小  

関係と資本収益率の大小関係の対応状態として，基本的には（20）式ないし（22）式と（25）式ない  

し（26）式の対応として把握される。すなわち  

GB享GA  に対応し  PB蓑PA   

であるためにほ  

UB XB一抄LB＝－UA XA－紗LA  
わ（紗）蔓z■  かつ  （30）  

‾   ‾  
IB  IB   ＝モIA   IA   

でなければならず，この関係が成立するかどうかば計算利子率ダと賃金率紗の大きさに依存す  

る。この状況は次のように説明できよう。   

この場合，両投資計画の資本収益率恥，伽と利潤現価の臨界利子率わつまり差額投資分の  

資本収益率PB＿Aとの間に，次の3通りの関係が成立している。  

UB－UA＿ UB UA  
㊦＞なら  

）
 
 

1
 
 

3
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
 
 

＼
1
－
・
－
L
．
′
」
 
 

＞i‾ニ＞「一子ニー  ∴ PB＿A＞PB＞PA  IB－IA ／IB ／IA  

UB UA ，、 UB－UA UB UA  
なら  ∴ PB＿A＝PB＝PA  】 

IB ‾IA  仏ツ  IB－IA ‾IB IA  

⑳くなら 慧若＜昔＜昔 ∴P。一A＜PB＜PA  

（ただし，㊦①⑳いずれの場合もPB－A＝わ（紗））  

また，臨界利子率わと計算利子率オの間にもオ♪雲〆で3通りの関係が成立するので，結局，g■，  

毎夕A，PBの四者の間の対応関係は9通りに分類することができる。このことによって（30）式  

で示される両基準の対応状態を9通りに分類することによって説明することができ，次のよう  

に結論できる6）。  

オ♪（紗）室戸B萎PA に対応し わ（紗）享z一 なら GB享GA  と32）  

上記のことを労働所得基準との対応関係とあわせて示すと衰1、のようになる。そして，それは  

図2に図示される。  

以上のことより，代替的な農業投資計画の選択基準として，利潤基準も資本収益率基準も擬  

制的なものであるが，そのいずれをとるかによって選択結果は必ずしも一致せず異なる場合が  

多いことが知られる。したがって，両基準を選択基準として同等に取扱うこと，または，代用  

しあうことには限界があり，一般的に妥当でない。ただし，両投資計画の技術的条件の関係が  
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図2 代替的農業投資計画における労働所得現価・利潤現価と資本収益率の対応  
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IB＝IAなら，両基準の対応関係は計算利子率および賃金率の大きさの如何にかかわらず一致す  

ることを注意しておきたい7）。  

等）労働所得基準と資本収益率基準の対応   

なお，労働所得基準と資本収益率基準の対応関俸をみると，それは両班資計圃の労働所得現  

価の大小関係と資本収益率の大小関俸の対応状態として，基本的に時（15）式ないし（17）式と  

（25）軍ないし（2和式の対応として担韓されるpすなわち  

W早雲WA  に対応』・戸車削A  

であるため喧嘩  

UB Xさ一紗Lさ  ≧＿旦皇＿＿  
ⅩA一紗LA  

（33）  〆8萎〆 かつ  
IB－  

‾  
IB  琶IA  ‡A   

でなければならず，この関係が成立するかどうかば計算利子率オと黄金率紗の大きさに依存す ，  

る。この状況は，利潤基準と資本収益率基準野対応関係P場合と同様にレて，オ，わ，PA，PB甲  

四者の対応関係によって両基準の対応状態をP鱒りに分類するこ睾によって説明できるpそレ  

て，それは表1および図2に示すとおりとなるpな串，雨基準野対応状態は利潤基準を媒介と  

して，つまり，前述の1）2）の関係より把握するこきもでき，こP表，図は三基準の対応状態を  

示しているのである。   

以上のことより，代替的な農業投資計画の選択基準として労働所得基準をとるか，資本収益  

率基準をとるかによって，その選択結果は必ずしも一致せず異なる場合が多いことが知られる。  

したがって，代替的な農業投資計画の選択基準として実質的な選択基準である労働所得基準に  

対して擬制的な資本収益率基準を同等に使用すること，または代用することには限界があり，  

一般的に妥当でない。   

ただし，両投資計画の技術的条件の関係がⅠ声＝IAかつLB＝Lヰなら，両基準の対応関係は ■  

計算利子率および賃金率の大きさ甲如何にかかわらず一致することを注意しておきたい。  

4）労簡所得基準と利潤基準および資本野尊率基準……攣繋   

いままでの検討結果を基礎に，労働所得基準，利潤基準および資本収益率基準の三基準の対  

応関係に言及しよう。それは，両投資計画における労働所得現価の大小関係と利潤現価の大小  

関係および資本収益率の大小関係q対応状態とレて把握される。すなわち  

WB妻WA  に対応し  

？賢妻G今 か？∵堅轡 ■羊あるためには  

UB  ⅩB一紗LB＞UA  ⅩA－1五LA  
g♂享オ，わ（紗）毒∠  かっ  

（34）  葛IA ‾   
‥－   

l－－  lけ  IA   

でなければならず，こ申開係が成立するかどうかば計算利子率オと賃金率紗の大きさに依存す  
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る。この状喝ほ，計算利子率Z，ニつの鴫界利子率オ♂，オβおよび資本収益率PA，侮の五者の対  

応関係によって，三基準の対応状態を39獲りに分類すること李こよって把握することができる。  

そして，それは表1および図2に示されるとおりであるp   

ただし，両嘩資計画の技術的条件の開俸がIB＝IAかつLB＝む阜慮ら，三基準の対応関係  

は計算利子率および賃金率の大きさの如何にかかわらず一致することを注意しておきたい。   

場上の検討結果を総括すると次のように要約できる。   

農業経営に轟ける代替的な投資計画の選択基準として三つの基準を考えることが 

一は，基本的かつ実質的な意義をもつ労働所得基準であり，これに対して，第二，第三の基準  

は擬制計算的な利潤基準および資本収益率基準である。そして，三基準それぞれによる投資計  

画の選択結果は，投資計画問の技術的条件の関係や利子率水準および賃金率水準の如何によっ  

て，かならずしもー致せず，まったく異なる場合が多い。すなわち，労働所得極大1aborincome  

max，利潤極大pro魚tmaxおよび効率（資本収益率）棒大efEciencymaxは代替的農業投資  

計画の琴択の場合は必ず㌧も一致しなウ、のである。したがって，労働所得基準に対して利潤基  

準あるいは資本収益率基準を同等に使用すること，ま声は代用することはそれ等P整合性から  

みて一般的に妥当ではない。牢だし，代替可鱒な投資計画間において・琴術的条件申開係が！  

①労働量が同一水準なら，労働所得基準と利潤基準は全く一致し同義であり，⑧投資額が同一  

水準なら利潤基準と資本収益率基準は全く一致し同筆であり，鱒労働量および投資額の両方が  

同一なら労働所得基準と資本収益率基準（もちろん利潤基準も）は全く一致し同義となり！こ  

のような特別の技術的関係が成立する場合にかぎり，各基準間の代用が可能となる。   

最後に，選択基準に関する問題は，とりもなおさず経営目標に関係する問題であり，しかも，  

農業経営投資の決定論や効率論と密接な関澤をもち，それに基礎をおくもPであり，それが適  

用される問題領域は本稿の範囲内にとどまるもPでなく極めて広いものであ昂仁とを銘記して lし  

おきたい。  

1）本稿は既発裳の拙稿「農業投資計画の選択基準の一考察」『農業計算学研究』欝1号 京大農学部   

農業簿記研究施設1967年2月 を基礎に，新らしい箪点をも含めリファインしたものである。同稿  

参照。  

2）3）準生産額，資本準収益なる用語は山般的に使用されていないが，その意味内容は（1）式および   

（3）式から明らかである。これ等は純生産額，資本純収益なる概念に対応し，それ等に減価償却費  
をプラスしたものとなっている。これ等の用語を使用するのは（1）式や移）式で示されるよう寧  

●   多生産期間計算の場合における計算操作上の理由による。なあ 準なる用語は準地代quasキーr押  
なる概念で使用されていることば周知のところであるが，ここでは，quaS享・rentに対する「準収  

益」なる訳語を次の書物より採用した。  

ざandV，Lutz著；後藤幸男訳『投資決定の理論』寮1章p・7  

後藤幸男著『企業の投資決定理論』欝4章p・141  
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4）資本収益率の決定は，一般にPについてのn次方程式を解くことによって得られるが，これはn次  

方程式であるから，n個の異なる実根，すなわちn個の異な  

る資本収益率の値をもつ可能性がある。つまり付図1に示す  

ように，図1のようなⅤⅤ′曲線を画くとすると，水平軸と  

ⅤⅤ′曲線の交点が幾つか存在する可能性があり，どの交点  

を資本収益率と定むペきかば困難である。したがって，利潤  

基準と資本収益率基準は必ずしも一致しないのである。この  

点，たとえば  

∨′  

付図1 利潤現価と利子率および資  
本収益率の関係  

ボーモル著：福場庸訳『経済分・析と0．R』（下）p．445－446参照。  噂   

なあ この点に閲し，収益率基準の適用範囲を利潤式が減少関数の場合に限定すべきであるという意   

見が出されているが，うなずけるところである。  

後藤幸男著『前掲書』欝4葦p．151参照。  

5）以下では，第一に，両投資計画の耐用期間を同じものとして取扱っている。第二に，両投資計画に   

おける労働投入量の差（LB＞LAであるとすれば投資計画Bを採用した場合の投資計画Aにおける   

労働の未使用畳LB－A）の運用による労働所得はぜロ，同様に，投下資本額の差額IB－Aの運用によ   

る資本収益はゼロとしている。  

6）（31）式で示される両投資計画の利潤現価に関する臨界利子率z♪と資本収益率PA，PBとの大小関係   

は次のようにして証明できる。  

前提により，IB＞IAかつUB＞UAである。  

IB＝（1＋α）IA UB＝（1＋β）UA （α，βは正の一定常数）   

とすると  

旦 ＿ 
IB‾（1＋α）IA  

UB～UA （1＋β）UA－UA β UA  
IB－IA ‾（1＋a）IA－IA ‾a IA  

である。そして  

UB＞UA  
IB 琶IA  

ならα雑書軋号喜一崇  

となるので，この場合それぞれ  

UB一口A＝＞UB＝－UA  
IB－IA 琶IB葛IA  

となり，その結果  

オ♪＝PB－A毒βB室戸A  

となる。これを（21）式と（23）式および（24）式により書きかえると  

オ♪＝PB－A妻戸B妻戸A  

なるためには  

ⅩB－ⅩA  若君∴監護彗票濠㌔警    I 
B－IA  琶 IB  

でなければならない。この関係は賃金率ひの大きさに依存するので，結局   

憲語奉祝ノ  

でなければならないことが確かめられる。上式は資本収益率PA，PBの大小関係の条件を示す（26）式  

と全く一致することに注意しておきたい。  
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7）代替的な投資計画の選択における利潤現価と資本収益率の対比については，たとえば次のものを参   

照。   

ボーモル著：福場庸訳『経済分析と0・R』（下）p・446～447  

E．シュナイダー著：島野卓爾訳『経済計算論』p・42－43  
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